
                        

令和７年１月２４日 

海 事 局 総 務 課 

 

船員法等の見直しについて審議を行います 

～交通政策審議会第４５回海事分科会を開催～ 

 
 

 

 

 

 

記 

 

１．日 時 令和７年１月２８日（火）１３：００～１５：００ 

 

２．場 所 中央合同庁舎２号館１階 共用会議室３Ａ（千代田区霞が関２－１－２） 

 

３．会議形式 WEB 併用 

 

４．議 題  

議 題 １ 「海事人材の確保のあり方に関する検討会」 中間とりまとめ（報告） 

議 題 ２ 船員行政のデジタル化に向けた取組の状況（報告） 

議 題 ３ 船員法等の一部改正について（諮問） 

 

５．傍聴等 

・本分科会は、カメラ撮りについては冒頭のみ可とし、その後の審議について傍聴を希

望される場合は WEB 上での傍聴をお願いいたします。 

・冒頭カメラ撮り・WEB 傍聴を希望される方は、１月２７日（月）１２時までに、メー

ルにて、社名、名前、連絡先等を下記「お問い合わせ先」までご連絡下さい。 

 

※ 取得した個人情報は適切に管理し、必要な用途以外に利用しません。 

※ 議事録及び会議資料は、後日、以下の国土交通省のホームページにて公開します。 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s302_kaiji01.html 

 

 

船員不足の深刻化等を踏まえ、昨年４月より対応策を検討してきた「海技人材の確保のあり方

に関する検討会」の中間とりまとめや、効率的な船員行政の実現に向けたデジタル化の取組状況

について報告するとともに、これらを踏まえた船員法等の一部改正について審議を行います。 

【お問い合わせ先】 

海事局総務課企画室 滝澤、東、加藤 

連絡先：03-5253-8111(内線 44-422・43-273) 

直 通：03-5253-8605 

メールアドレス： hqt-kaiji-bunkakai@gxb.mlit.go.jp 

 



交通政策審議会第４５回海事分科会委員等名簿 

（５０音順、敬称略） 

石﨑 由希子  横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 教授 

大 井  尚 司  大分大学経済学部門 教授 

大 串  葉 子  同志社大学大学院ビジネス研究科 教授 

小 笠 原  朗  一般社団法人 日本旅客船協会 理事 

加 藤  一 誠  慶応義塾大学商学部 教授 

河野 真理子  早稲田大学法学学術院 教授 

木 上  正 士  一般社団法人 大日本水産会 参与 

藏本 由紀夫  日本内航海運組合総連合会 副会長 

小 西  康 之  明治大学法学部 教授 

篠 原  文 也  政治解説者、ジャーナリスト 

清水 希容子  島根大学材料エネルギー学部 教授 

首 藤  若 菜  立教大学経済学部 教授 

土 屋  恵 嗣  一般社団法人 日本船主協会 副会長 

富 永  晃 一  上智大学法学部地球環境法学科 教授 

西崎 ちひろ  東京海洋大学 学術研究院 海事システム工学部門 准教授 

〇野 川  忍  明治大学専門職大学院法務研究科 教授 

藤 田  友 敬  東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

二村 真理子  東京女子大学現代教養学部国際社会学科 教授 

松 浦  満 晴  全日本海員組合 組合長 

松本 真由美  東京大学教養学部環境エネルギー科学特別部門 客員准教授 

松 本  克 久  一般社団法人 日本船主協会内航委員会 委員 

南  健 悟  慶應義塾大学法学部 教授 

 

○：分科会長 
 


